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〔北海道農業経済研究 第14巻第2号 2009.2〕

LCAを用いた北海道酪農専業地帯における

環境負荷排出量の定量評価

I 背景と課題

本稿の課題は、 LCA(ライフサイクルアセスメ

ント）を用いて北海道酪農専業地帯の乳牛頭数規

模拡大注1) による環境負荷排出量増加を総合的に

定量評価することである。

北海道では、都府県よりも相対的に多く賦存す

る農地を利用することで、自給飼料生産に依拠し

た土地利用型酪農を展開してきた。しかし、近年

の北海道における乳牛頭数規模拡大は輸入飼料に

大きく依存したものであり、水質汚濁をはじめと

した家畜ふん尿に起因する環境問題を引き起こし

た注2)。例えば、自然科学分野における研究では、

乳牛飼養密度の増加が酪農地帯における河川水質

の硝酸態窒素汚染に繋がっていることが示されて

いる（長澤他 [21]、志村・田淵 [32])。

これまでのところ、北海道では、乳牛頭数規模

拡大による環境問題について、主として水質汚濁

のようなローカルな環境問題に注目が集められて

きたといえよう。しかし、乳牛頭数規模拡大によ

る環境問題はローカルなものだけに留まらない。

例えば、より広範な地域に影響が及ぶ環境問題と

して酸性雨に代表される酸性化、河川や海洋の富

栄養化があり、地球全体に影響が及ぶ環境問題と

して地球温暖化がある（西尾 [24])。酸性化や富
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栄養化は、 EU(欧外l連合）では国境を越えた環

境問題として広く認識されている。また、地球温

暖化は、京都議定書発効に伴う地球温暖化防止の

一環として、国際的な抑制対策が求められている。

それゆえ、乳牛頭数規模拡大による環境問題につ

いて、水質汚濁のようなローカルな環境問題に留

まらず、地球温暖化、酸性化、富栄養化といった

より広範な地域、ひいては地球規模で影響を及ぽ

す環境問題にも着目する必要が出てきた。

本稿では、以上の課題を解明するために、分析

手法として LCAを適用する。 LCAは環境負荷を

定量化し、複数の環境問題として識別できる利点

を持つ手法として知られている（石谷•赤井 [9]) 。

LCAは本来工業分野を中心に発展してきた手法

であるが、近年は農業分野でも適用されるように

なった注3)。LCAは、酪農経営の生産活動によっ

て排出される様々な環境負荷を網羅的に把握し、

それらを地球温暖化、酸性化、富栄養化という環

境問題として定量化できることから、本稿の課題

解明に適した分析手法である注4)0 

本稿では、北海道根室支庁を事例地域として選

択し、根室支庁の酪農経営全体を分析対象とした。

なお、分析対象期間は 1975-94年とした注5)。根

室支庁は、酪農振興政策によって酪農経営の急速

な乳牛頭数規模拡大がみられた、北海道の代表的

な酪農専業地帯であることから注6)、乳牛頭数規
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模拡大によって環境負荷排出量が大きく増加して

いる地域ではないかと考えられる。本稿では、根

室支庁の酪農経営全体を 1つのシステム（酪農経

営システム）として捉え、ある一時点（分析対象

期間初年の 1975年）を基準としてみたときに、

環境負荷排出量がどのような要因でどの程度増加

したのかを把握する。本稿の特徴は、 LCAを個

別の酪農経営ではなく、酪農専業地帯という地域

に対して適用し、長期にわたる時系列での乳牛頭

数規模拡大による環境負荷排出量増加について、

総合的かつ定量的に評価することにある。

注1) 乳牛頭数規模拡大を評価するのであれば高泌乳

化の要因を排除して考察すること、つまり「頭

数増」によるものと、「個体乳量増」によるもの

とに分け、考察することが望ましい。ただし、

後述するように、本稿では、費用データの収集

において乳牛 l頭当たりではなく酪農経営 1戸

当たりのデータを用いていること等から、乳牛

頭数規模拡大と高泌乳化の 2つを峻別して分析

することが不可能であった。

注2) 例えば、 2003年の北海道における乳牛に係る苦

情発生件数をみると、第 1位が水質汚濁関連であ

り、全体の44.4%を占めている（北海道農政部食

の安全推進室畜産振興課環境飼料グループ調べ）。

注3) 北海道の個別の酪農経営に LCAを適用した事例

としては、増田他 [17、18]がある。なお、わ

が国の農業分野における LCA適用事例について

は、増田 [16]を参照。

注4) 本稿では、酪農経営から排出される様々な環境

負荷を定量評価するという課題解明のために適

した「分析手法」として、 LCAを用いた。ここ

で注意すべき点は、 LCAの手法名に「ライフサ

イクル」という用語が含まれるが、本稿は、あ

くまでも酪農経営内だけに限定して LCAを適用

している点である。本稿は、生乳生産段階以降、

つまり生乳が牛乳となって消費され、そして廃

棄されるまでの全ライフサイクル（いわゆる、

ゆりかごから墓場まで）を分析したものではな

ぃ。「ライフサイクル」という用語に起因したこ

のような混乱や誤解を避けるため、本稿で適用

している LCAのことをエコ・バランス分析、な

いしは簡略LCAと呼ぶ場合もある。

注5) 分析対象期間を 1975年以降としたのは、分析に

用いたデータの 1つである北海道酪農検定検査

協会『乳用牛群検定成績』が同年から開始され

たからである。分析対象期間を 1994年までとし

たのは、同じく分析に用いた費用データの調査

方法がこの翌年以降大幅に変更されたので、デー

タの連続性に問題があるためである。

注6) また、根室支庁は酪農専業地帯であることから、

データ収集の都合上、酪農以外の作目（稲作、

畑作、その他畜産）による影響を極力除外できる。

11 根室支庁における

乳牛飼養密度の推移

本節では、成牛換算頭数／飼料作物作付面積注7)

によって求められる乳牛飼養密度の指標を用い

て、根室支庁における飼料作物作付面積に対し、

乳牛頭数規模がどのように拡大してきたのかを確

認する。このような家畜飼養密度は、 EUにおい

ても生産粗放化の指標として用いられており（是

永 [14])、土地面積当たりに排出される環境負荷

量を簡易に示す指標と考えられる。

図lに根室支庁における乳牛飼養密度の推移を

示した。根室支庁の乳牛飼養密度は、分析対象期

間を通じて増加傾向にあったことが明らかであ

る。分析対象期間における乳牛飼養密度の最小値

は1975年の 1.02頭 /haであり、最大値は 1993年

の 1.38頭/haであった。

根室支庁における乳牛飼養密度の増加傾向の要

因を整理すると、以下のようになる。まず、 1973

-1983年に行われた新酪農村建設事業（根室区
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図1 根室支庁における乳牛飼養密度の推移

資料：農林水産省「北海道農林水産統計年報J各年次より作成。

域広域農用地開発公団事業）等による急速な飼料

作物作付面積拡大のために（吉野 [39])、分析対

象期間初期の乳牛飼養密度は比較的低かったもの

の、既にこの時点で飼料作物作付面積拡大よりも

乳牛頭数規模拡大が上回っていたことから乳牛飼

養密度は急速に増加した。その後、 1983年の事

業完了による飼料作物作付面積拡大の停滞とそれ

に伴う乳牛頭数規模拡大の停滞等から注8)、1988

年まで乳牛飼養密度はやや増加から一時減少を

示した。しかし、 1980年代後半から生じた生乳

生産過剰を背景とした乳価低下、牛肉輸入自由化

の影響による牛個体価格低下といった経営環境の

変化や円高ドル安基調による輸入飼料価格低下等

（鵜川 [36])によって、自給飼料生産よりも配合

飼料投入に依拠した乳牛頭数規模拡大が進展した

ことから、 1988年以降、乳牛飼養密度は再び急

速に増加した。

以上から、分析対象期間における根室支庁では、

乳牛飼養密度が増加傾向にあったことが確認され

た。根室支庁においては、飼料作物作付面積の拡

大以上に乳牛頭数規模が拡大してきたことから、

飼料作物作付面積当たりに排出される環境負荷量

が増加してきたと推察される。

注7) 成牛換算頭数は、乳牛2歳以上を 1頭、乳牛2

歳未満を 0.5頭として計算した合計飼養頭数であ

る。飼料作物作付面積は、酪農経営が主に耕作

すると考えられるイネ科牧草、イネ科・マメ科

牧草混播、青刈りとうもろこしの作付合計面積

と仮定した。

注8) 乳牛頭数規模拡大の停滞には、新酪農村建設事

業によって入植・整備した酪農経営の経営不振

による離農も影響を与えていると推察される。

皿 データ及び分析方法

1. LCAの分析枠組み

LCAの手法は、 ISO(国際標準化機構）によっ

て国際規格化が行われている（石谷• 赤井 [9])。

図2は、国際規格に基づいた LCAの実施手順を

示したものである。国際規格に基づいた LCAは、

目的及び調査範囲の設定、インベントリ分析、影

響評価、解釈の4つの段階で構成される。

目的及び

調査範囲の設定

インベントリ分析

影響評価

解釈

図2 国際規格に基づいた LCAの実施手順

資料：石谷• 赤井 [9] より作成。

目的及び調査範囲の設定は、 LCAを実施する

目的とその調査範囲、前提条件等を設定する段階

である。インベントリ分析は、評価対象に投入さ

れる資源やエネルギー、及び排出される環境負荷

や廃棄物を定量化するためのデータ収集と計算を

行う段階である。影響評価は、環境負荷を地球温
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暖化、酸性化、富栄養化等の環境影響カテゴリー

に割り振り、各環境影響カテゴリー内で環境負荷

を環境問題として定量化する段階である。解釈

は、設定された目的及び調査範囲とインベントリ

分析、影響評価から得られた知見が整合するかど

うかについて検討し、修正を行う段階である。

以下では、本稿の LCAについて、目的及び調

査範囲の設定、インベントリ分析、影響評価の方

法を示す。なお、解釈は、 LCAの計測における

修正過程であるので記述を省略する研究も多い。

本稿でも解釈については記述しない。

2. 目的及び調査範囲の設定

1)機能単位の設定

前節では、根室支庁における環境負荷排出量増

加について、乳牛飼養密度を用いた簡易な検討を

行った。本稿では、 LCAを用いて根室支庁にお

ける環境負荷排出について詳細に分析したい。そ

こで、土地面積当たりを指標とした前節での検討

との整合性を図るために、 LCAの機能単位を飼

料作物作付面積 lhaとした分析を試みる注9¥

なお、以下の分析において作物種別の飼料作物

作付面積データを利用する必要があることから、

本稿における根室支庁の飼料作物作付面積とは、

前節における乳牛飼養密度算出の際と同様に、酪

農経営が主に耕作すると考えられるイネ科牧草、

イネ科・マメ科牧草混播、青刈りとうもろこしの

作付合計面積とした。以下では、特に断りがない

限り、根室支庁の飼料作物作付面積とはこれらの

飼料作物の作付合計面積という意味で用いる。

2)酪農経営システムの設定

図3は、酪農経営システムにおける投入・産出

のライフサイクルフローである。根室支庁におけ

る酪農経営システムは、飼養管理ステージ（畜舎）、

ふん尿処理ステージ（ふん尿処理施設）、飼料生

産ステージ（農地）の 3ステージからなると仮定

した。飼養管理ステージでは、自給飼料と購入飼

料が投入され注10)、生乳と牛個体が生産され注11)、

家畜ふん尿が排出される。ふん尿処理ステージで

は、排出された家畜ふん尿が投入され、自給肥料

が生産される。飼料生産ステージでは、自給肥

料と購入肥料が投入され、自給飼料が生産され

る注12)。また、これらの生産活動のために、光熱

動力（エネルギー）が各ステージに投入される。

本稿では、図3に従って分析に必要なデータを収

集した。

図3 酪農経営システムにおける
投入・産出のライフサイクルフロー

3. インベントリ分析

1)投入・産出データ

表lは、根室支庁における酪農経営システムの

投入・産出データの年平均値と変動係数を示した

ものである。これらのデータは、農林水産省『北

海道農林水産統計年報』各年次（乳牛飼養戸数、

表 1 根室支庁における酪農経営システムの
投入・産出データ

区分 年平均値 変動係数
投入データ
光熱動力費（円Iha/年） 12,526.4 0.306 
購入飼料費（円/ha/年） 116,616.4 0.182 
購入肥料費（円/ha/年） 30,596.6 0.173 

— 窒素量 (kkggNP/h/ha/a/年年）） 64.3 0.174 
― リン量（ 31.3 0.204 

産出データ
FCM量 (k-FCM/ha/年） 4 434.1 0.260 

資料：農林水産省「北海道農林水産統計年報」各年次、農林水
産省「ポケット肥料要覧」各年次より作成。

注）光熱動力費、購入飼料費、購入肥料費は農林水産省「農村
物価統計」の「農業生産資材総合指数」を用いて実質化し
た (1990年度=100)。
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乳牛頭数、生乳生産量、飼料作物作付面積、光熱

動力費、購入飼料費、購入肥料費）、農林水産省『ポ

ケット肥料要覧』各年次（化学肥料販売額、化学

肥料内需純成分消費量）等から求めた注13)。なお、

年平均値は、機能単位である飼料作物作付面積

lha当たりとした。

酪農経営システム外からの投入データは、光熱

動力費、購入飼料費、購入肥料費、購入肥料窒素・

リン量である。光熱動力費、購入飼料費、購入肥

料費は、北海道の酪農単一経営 l戸当たり各平均

費用に根室支庁の乳牛飼養戸数を乗じたものを根

室支庁の各費用とし、それらの数値を根室支庁の

飼料作物作付面積で除して求めた。なお、各費用

データは、農林水産省『農村物価統計』の「農業

生産資材総合指数」を用いて 1990年度を基準年

として実質化した。購入肥料窒素・リン量は、全

国の化学肥料販売額と化学肥料内需純成分消費量

のデータから求めた化学肥料販売額当たり窒素・

リン量に先に求めた根室支庁の購入肥料費を乗じ

たものを根室支庁の購入肥料窒素・リン投入量と

し、それらの数値を根室支庁の飼料作物作付面積

で除して求めた注14¥

酪農経営システム外への産出データは、 FCM

(4 %脂肪補正乳）量とした注15)。FCM量は以下

のように求めた。まず、根室支庁の生乳生産量に

ついて、北海道の搾乳牛 l頭当たり生乳生産量

に根室支庁の搾乳牛頭数を乗じて求めた注16)。次

に、求めた生乳生産量と乳脂率（北海道酪農検定

検査協会『乳用牛群検定成績』各年次）を用いて

FCM量を推定し（農林水産省農林水産技術会議

事務局 [25])、その数値を根室支庁の飼料作物作

付面積で除して求めた。

2)家畜ふん尿データ

(1)家畜ふん尿排出量の推定

家畜ふん尿排出量は、搾乳牛、乾乳•未経産牛、

育成牛について、家畜ふん尿排出係数（搾乳牛：

推定値、乾乳• 未経産牛と育成牛：中央畜産会

[2]) に各飼養頭数を乗じて求めた（表2)。推定

された家畜ふん尿の種類は、環境負荷排出量の計

測に必要な原物、窒素、リン、有機物の4種類で

ある。ただし、家畜ふん尿有機物排出量は、ふん

尿処理ステージに投入された家畜ふん尿原物排出

量に畜産技術協会 [1] による有機物含有率（固

体 16%、液体0.5%)を乗じて求めた。

表2 本稿の LCAで用いた家畜ふん尿排出係数（原物）

区分 排出係数 資料

ふん搾乳牛 29.9-39.9 kg-原物／頭／日本文を参照。
乾乳・ 未経産牛 29.7 kg-原物／頭／日中央畜産会 [2]
育成牛 17.9 kg-原物／頭／日中央畜産会 [2]

尿搾乳牛 8.8"'-'I I .8 kg-原物／頭／日本文を参照。
乾乳・ 未経産牛 6.1 kg-原物／頭／日中央畜産会 [2]
育成牛 6.7 k -原物／頭／日中央畜産会 [2]

搾乳牛ふん尿排出係数は、増田他 [18] と同じ

方法を用いて、根室支庁における搾乳牛の高泌乳

化による変動を考慮し、推定した（中央畜産会

[2]、農林水産省農林水産技術会議事務局 [25]、

並河他 [22]、田先 [34])。推定に用いたデータは、

生乳生産量（農林水産省『北海道農林水産統計年

報』各年次）、乳脂率、乳蛋白質率（北海道酪農

検定検査協会『乳用牛群検定成績』各年次）であ

る注17)。推定された搾乳牛ふん尿排出係数を原物

について示すと、ふん 29.9~39.9 kgー原物／頭／日、

尿 8.8~11.8kg源物／頭／日である注18)。これらの排

出係数は、搾乳牛の高泌乳化が進むにつれて大き

くなり、搾乳牛 l頭当たり乳量が最大となった

1992年に最大値を示した。

(2)ふん尿処理方法の設定

飼養管理ステージとふん尿処理ステージにおけ

るふん尿処理方法は、以下のように仮定した。成

牛舎（搾乳牛、乾乳• 未経産牛）では、バーンク

リーナによる固液分離処理を想定し、固口流量割

合78.85% (中央畜産会 [2])で処理されると仮

定した注19)。育成舎（育成牛）では、全量堆肥化
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処理を仮定した。これらの仮定に従って、ふん尿

処理ステージヘの家畜ふん尿投入量を堆肥化処理

と液肥化処理仕向け分として按分した。

3)環境負荷排出量の計測

本稿で計測した環境負荷は、 CO2、NOx、SOxヽ

CHぃ凡0、NH3、T-N、T-Pの8種類である。表

3に本稿のLCAで用いた環境負荷排出係数を示

した。

表3 本稿のLCAで用いた環境負荷排出係数

co, 
光熱動力

購入飼料

購入肥料

NO, 

光熱動力

鵠入飼料

購入肥料

so, 
光熱動力

輯入飼料

購入肥料

CH、
搾乳牛反萄

環境負荷と排出源

乾乳•未経産牛反蜀
育成牛反蜀

ふん尿処理ステージ（堆肥）

ふん尿処理ステージ（液肥）

N,O 

飼養管理ステージ（成牛舎、育成舎）

ふん尿処理ステージ（堆肥）

ふん尿処理ステージ（液肥）

飼料生産ステージ（堆肥、液肥、購入肥料）

飼料生産ステージ（作物残澄）

NH, 

飼養管理ステージ（成牛舎）

飼養管理ステージ（育成舎）

ふん尿処理ステージ（堆肥）

ふん尿処理ステージ（液肥）

飼料生産ステージ（液肥）

飼料生産ステージ（購入肥料）

Tぶ、 T-P

排出係数 資t

6.42 t.c/百万円 南齋他 [23)

0.51印 I百万円 南齋他 [23]

l.35 t.C/百万円 南齋他 [23]

19 .30 kg-NO/百万円南冑他 [23]

7.99 kg-NO,/百万円南齋他 [23]

11.61 kg-NO/百万円南齋他 [23]

16.90 kg-SO/百万円南齋他 [23]

3.50 kg-SO,I百万円南齋他 [23]

5.24 kg-SO/百万円南棗他 [23]

427.1-481.3 L-CH,I頭／日 本文を参照

255.4 L-CH/頭l日 環境省 (11]

267.3 L-CH,i頭l日 環境省[11] 

0.33 CH4o/el有機物環境省 [II)

0.92 CH4o/el有機物環境省 [II)

0.005 N20.No/o/T-N 寺田他 [35)

4.65 N20-N'¾lf-N 環境省 [Ill
0.75 N企No/o/T-N 環境省 [11]
0.6 N企No/o/T-N 環境省 [II]
1.25 N20-No/o/T-N 環境省 [II]

!0.3 NH,-No/..rf-N 賓示戸他 (7]

4.S NH,-No/..rf-N 賓示戸他 [7]

4.3 NH1-N¾ 江 N 前田他 [15]
12.0 NH,-N%ff-N Sommereia/. (33] 

13.3 Nll,-N°/..rf-N 賓示戸他 [7]

7,7 NH,・No/..rf-N Oginoeia/. [27] 

Soil Surface Balance 本文を参竪

注）南齋他[23]から引用した排出係数は、産業連関表(1990年）、
購入者価格ベース（光熱動力は「家計消費支出」部門への

産出額）、 (I-A)・1型モデルによる。

(1) CO2、NOx、SOxの計測方法

光熱動力、購入飼料、購入肥料において排出さ

れる CO2、NOx、SOxは、各環境負荷排出係数（南

齋他 [23])を用いて推定した。ただし、金銭デー

タとして計上された光熱動力は、電力の環境負荷

排出係数のみが利用可能であったので、電力と仮

定して計測した。なお、 CO2の計測では、 Cに原

子量の比44/12を乗じて CO2に換算した。

(2) CH4の計測方法

① 乳牛反蜀からのCH4

乳牛反蜀から排出される CH4は、乳牛反蜀

CH4 排出係数（搾乳牛：推定値、乾乳• 未経産牛

と育成牛：環境省 [11]) を用いて推定した。た

だし、搾乳牛反蜀 CH4排出係数は、搾乳牛ふん

尿と同様に増田他 [18] と同じ方法を用いて、根

室支庁における搾乳牛の高泌乳化による変動を考

慮し、推定した（農林水産省農林水産技術会議

事務局 [25]、並河他 [22]、Shibataet al. [30])。

推定に用いたデータは、搾乳牛ふん尿排出係数

と同じもの（生乳生産量、乳脂率、乳蛋白質率）

である。推定された搾乳牛反器 CH4排出係数は、

427.l -481.3L-CH/頭／日である注20)。この排出係

数は、搾乳牛の高泌乳化が進むにつれて大きくな

り、搾乳牛 1頭当たり乳量が最大となった 1992

年に最大値を示した。

② 家畜ふん尿からの CH4

ふん尿処理ステージにおける家畜ふん尿から排

出される CH4は、有機物当たり CH4排出係数（環

境省 [11]) を用いて推定した。なお、本稿では、

計算の簡単化のために、酪農経営における地球温

暖化ポテンシャルヘの寄与が極めて小さい飼料生

産ステージにおける家畜ふん尿から排出される

CH4を省略した注21¥

(3)凡0の計測方法

飼養管理ステージ、ふん尿処理ステージ、飼料

生産ステージにおける家畜ふん尿から排出され

る凡Oは、 T-N当たり凡0-N排出係数（寺田他

[35]、環境省 [ll]) を用いて推定した。飼料生

産ステージにおける購入肥料と作物残流から排出

される凡0は、 T-N当たり凡0-N排出係数（環

境省 [11]) を用いて推定した。なお、凡0の計

測では、凡0-Nに原子量の比44/28を乗じて凡O

に換算した。また、作物残流窒素量は、各飼料作

-54 -



物の原物収量に飼料作物乾物率20% (尾和 [29])

を乗じて乾物収量を求め、それに乾燥重量での飼

料作物残流換算係数0.444(松本他 [19]) と各飼

料作物の乾物中窒素含有率（尾和 [29]) を乗じ

て求めた。ただし、作物残流は全て農地に還元さ

れると仮定した注22)。

(4) NH3の計測方法

飼養管理ステージ、ふん尿処理ステージ、飼料

生産ステージにおける家畜ふん尿から排出される

NH3は、 T-N当たり NHrN排出係数（賓示戸他

[7]、前田他 [15]、Sommeret al. [33]) を用い

て推定した。飼料生産ステージにおける購入肥料

から排出される NH3は、 T-N当たり NHrN排出

係数 (Oginoet al. [27])を用いて推定した。なお、

NH3の計測では、 NHrNに原子量の比 17/14を乗

じてNH3に換算した。

(5) T-NとT-Pの計測方法

T-NとT-Pは、 SoilSurface Balanceを用いて推

定した。 SoilSurface Balanceとは、農地に投入さ

れる養分量から農地から産出される養分量を差し

引いて求められるもの (OECD[26])、すなわち、

農地において余剰となる養分量である注23)。本稿

のLCAにおける SoilSurface Balanceの推定モデ

ルを図4に示した。これは、 Mishima[20] によ

るSoilSurface Balanceを用いた窒素収支モデルを

投入 産出

r 人、

農地

余剰＝投入ー産出

図4 本稿の LCAにおける

Soil Surface Balanceの推定モデル

資料： Mishima [20] p.158を参考に作成。

参考に設定したものである注24)。具体的には、以

下の通りである。

農地への投入では、厩肥（堆肥と液肥）、購入

肥料、降水、窒素固定を求めた。厩肥窒素・リン

量は、飼養管理ステージとふん尿処理ステージで

揮散した窒素量を差し引いた厩肥窒素量と全ての

厩肥リン量が農地に投入されると仮定して求め

た。購入肥料窒素・リン量は、根室支庁の飼料作

物作付面積に先に推定した飼料作物作付面積 lha

当たり購入肥料窒素・リン量を乗じて求めた。降

水窒素・リン量は、降水窒素・リン成分値と北海

道根室市の年間降水量（気象庁 [13])、そして根

室支庁の飼料作物作付面積を乗じて求めた。ただ

し、降水窒素・リン成分値は、降雨窒素成分が 1.01

mgN/L、降雪窒素成分が 1.09mgN/L、降雨リン成

分が0.013mgP/L、降雪リン成分が0.067mgP/Lと

仮定し（大村 [28])、降雨期間は 4-11月、降雪

期間は 1-3、12月と仮定した。窒素固定量は、

根室支庁のイネ科・マメ科牧草混播面積に窒素固

定係数80kgN/ha (Yatazawa [37])を乗じて求めた。

農地からの産出では、飼料作物と窒素揮散を求

めた。飼料作物窒素・リン量は、各飼料作物の原

物収量に飼料作物乾物率20% (尾和 [29]) を乗

じて乾物収量を求め、それに各飼料作物の乾物中

窒素・リン含有率（尾和 [29]) を乗じて求めた。

窒素揮散量は、脱窒量と農地への窒素投入によっ

て揮散した NH3-N量の合計値とした。ただし、

脱窒量は、根室支庁の飼料作物作付面積に脱窒係

数20kgN/ha (Yatazawa [37]) を乗じて求めた。

4. 影響評価

本稿の LCAで選択された環境影響カテゴリー

は、地球温暖化、酸性化、富栄養化の 3つである。

地球温暖化では、 CO2を1倍、 CH4を23倍、 N20

を296倍(CML[3])してCO2等量換算で計上した。

酸性化では、 NOxを0.7倍、 SOx(S02として）を

1.0倍、 NH3を1.88倍 (CML[3]) して S02等量
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換算で計上した。富栄養化では、 NOxを0.13倍、

NH3を0.35倍、T-Nを0.42倍、T-Pを3.06倍 (CML

[3]) して P04等量換算で計上した。

注9) 機能単位とは、評価対象となるシステムにおけ

る投入と産出を関連付ける基準となる単位であ

る。農業分野の LCA研究においては、評価する

環境影響や分析目的に応じて農家、土地面積、

家畜単位、生産物といった様々な機能単位が選

択されている (Haaset al. [ 4])。本稿では、機能

単位を飼料作物作付面積 lhaとしたが、その理

由は以下の通りである。農業分野において環境

負荷排出量を分析する場合、土地面積当たりと

するのが一般的 (OECD[26])である。とりわ

け畜産の場合、土地面積当たりの指標となって

いる家畜飼甍密度が簡易な環境負荷指標として

広く用いられている点からも、機能単位を土地

面積とすると結果の解釈がわかりやすいという

メリットがある。なお、本稿と同様に土地面積

を機能単位に用いた国内外のLCA研究としては、

Kimura and Hatano [12]やHaaset al. [5]等がある。

注10)飼養管理ステージではその他に敷料や導入牛等

の投入が考えられるが、本稿では省略した。ま

ず、敷料の省略については、以下の理由による。

農林水産省「畜産物生産費調査報告』には敷料

使用量が掲載されているが、北海道のデータを

みると、その多くを麦程が占めている。しかし、

根室支庁では、冷涼な気候のために麦類の生産

は僅かしかなく、今日では乳牛頭数規模に見合っ

た敷料確保が難しくなっていることから（北海

道立根釧農業試験場研究部経営科 [8])、麦程を

主たる敷料とすることが難しいと推察される。

それゆえ、北海道のデータをもって根室支庁の

データとして用いるのは不適当と考えられる。

なお、敷料の省略は、敷料中の窒素成分の分解・

揮散による環境負荷排出や飼料生産ステージに

投入される自給肥料中窒素・リン量の過少推計

に繋がりうる。ただし、敷料中の窒素・リン成

分値は家畜ふん尿中の窒素・リン成分値よりも

低いこと等から（中央畜産会 [2])、敷料由来の

窒素・リン量は、家畜ふん尿由来の窒素・リン

量よりもかなり小さいと考えられる。それゆえ、

敷料の省略は計測結果に対して大きな影響を与

えないと推察される。次に、導入牛の省略につ

いては、以下の理由による。本稿では、根室支

庁の酪農経営全体を 1つのシステムとして捉え

ている。それゆえ、ある酪農経営で育成された

導入牛が他の酪農経営に導入される場合、その

動きが根室支庁内で完結するのであれば、シス

テム内部での動きとなるので、導入牛が酪農経

営システム外から投入されることにはならない。

ただし、根室支庁外から導入牛が投入されるな

らば、それについて考慮した方が望ましいが、

そのようなデータを得ることができなかった。

注11)酪農経営システムにおける生産物として、生乳

と牛個体の他に販売飼料と販売肥料（堆肥）が

考えられる。ただし、販売飼料は、根室支庁で

は2番草までしか収穫できないことが一般的で

あること等から考慮しなくてもよいと考えられ

る。また、販売肥料は、広域流通が困難である

ことから基本的には地域内の酪農経営によって

消費されると推察される。それゆえ、根室支庁

全体で捉えた場合、酪農経営システムにおける

販売飼料と販売肥料はないと仮定した。

注 12)本稿では、飼料生産ステージにおける放牧実施

と購入種子、農薬等の投入を省略した。第 1に、

根室支庁では放牧を実施している酪農経営も多

いと考えられるが、本稿では、個々の酪農経営

における動態について詳細に把握することを意

図していないことから省略した。なお、放牧を

考慮した場合は、家畜ふん尿排出の一部が直接

飼料生産ステージ（放牧地）で行われる。この

場合、放牧時に排出される家畜ふん尿について、

飼料生産ステージでの環境負荷排出量は増加す

-56 -



るものの、環境負荷排出係数が飼料生産ステー

ジよりも相対的に大きい飼養管理ステージやふ

ん尿処理ステージでの環境負荷排出量は 0とな

る。このことから、全体的にみると放牧を考慮

した場合の環境負荷排出量は、それを考慮しな

い場合よりも低減すると考えられる（増田他

[18])。第2に、購入種子については、農地にお

いて投入されるその窒素・リン量が厩肥や購入

肥料よりもはるかに少ないこと等から、全体に

対して大きな影響を与えないと考えられるので

省略した。第3に、農薬については、主として

用いられる青刈りとうもろこしの作付面積が根

室支庁においては極めて少なく、分析対象期間

における根室支庁の飼料作物作付面積に対して

最大でも 3.2%を占めるに過ぎないことから省略

した。

注13)極力根室支庁のデータを収集するよう努めたが、

入手できないものについては北海道または全国

のデータを用いた。

注14)本稿における購入肥料は、全て化学肥料と仮定

した。また、購入肥料リン量の推定では、リン

酸に原子量の比62/142を乗じてリンに換算した。

なお、本稿における購入肥料投入量の推定にお

いて、 1979年に発生した第2次オイルショック

の影響から 1980年の購入肥料投入量減少が確認

された。

注15)本稿の分析枠組みでは、牛個体データを環境負

荷排出量の計測に用いないことから省略した。

具体的には、 T-NやT-PをSoilSurface Balanceに

よる土壌面収支として計測していることや購入

飼料等を費用データとして計上していること等

から牛個体生産にのみ帰属する投入（飼料成分

等）を抽出することが困難であること等による。

なお、本稿では、機能単位に飼料作物作付面積

lhaを設定したことから、酪農経営における複数

の生産物（生乳、牛個体等）間での配分を行わ

ない。したがって、酪農経営システム外に販売

される牛個体生産に係る環境負荷排出量も本稿

の評価には含まれていることに留意されたい。

注16)農林水産省『北海道農林水産統計年報』に掲載

されている根室支庁における生乳生産量につい

て分析対象期間を通じたデータを得ることがで

きなかったので、このような処理を行った。な

お、北海道酪農検定検査協会『乳用牛群検定成績』

による根室支庁の生乳生産量データについては、

分析対象期間内の 1981年に定義変更があること

からその連続性に問題があり、利用を避けた。

注17)北海道酪農検定検査協会『乳用牛群検定成績』

における乳蛋白質率の調査は、 1988年以降に始

まったものである。本稿では、データが入手で

きない 1975-87年の乳蛋白質率について、乳蛋

白質率を Y、西暦年を Xとして、データが入手

可能な 1988-2003年までの乳蛋白質率データか

ら推定された単回帰式 (Y=-0.168+ 0.0001 xx、

R2=0.835、D.W= 1.687) を用いて求めた。

注18)中央畜産会 [2]は、ふん 45.5kgー原物／頭／日、尿

13.4 kg源物／頭／日という搾乳牛ふん尿排出係数

（原物）を示している。

注19)本来であればフリーストール牛舎導入によるス

ラリー処理についても考慮すべきであるが、分

析対象期間を通じた根室支庁における酪農経営

のふん尿処理方法の変遷に関するデータを得ら

れなかったことから、全て固液分離処理と仮定

した。

注20)環境省 [11]が提示した搾乳牛反綿 CH4排出係

数は、 446.5L-CH/頭／日である。

注21)渋谷他 [31] は、農地への液肥施用による CH4

排出を報告している。しかし、酪農経営におけ

る地球温暖化ポテンシャルに対する農地への液

肥施用による CH4の寄与率はわずか0.1%に過

ぎず（増田他 [18])、極めて微量であり、省略

したとしても計測結果に対してほとんど影響を

与えないと推察される。

注22)なぜならば、本稿では、酪農経営の耕地利用を
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イネ科牧草、イネ科・マメ科牧草混播、青刈り

とうもろこしの飼料作物に限定しており、これ

らの作物残済は稲わらや麦秤等のように酪農経

営システム外に持ち出されないと考えられるか

らである。

注23)余剰窒素・リン量は、土壌から流出する窒素・

リン量、土壌に蓄積する窒素・リン量、本稿で

計測対象外の土壌から揮散する窒素量で構成さ

れる流出ポテンシャルを意味する。

注24)ただし、本稿では、飼養管理ステージとふん尿

処理ステージで揮散損失した窒素量を除いた全

ての堆肥と液肥が農地に還元されると仮定した

ので、 Mishima[20]で考慮されている未利用有

機物は計測には用いない。また、産出物として

の作物残流の持ち出しについても、作物残流は

全て農地に還元されると仮定したので考慮しな

い。

N 分析結果及び考察

1 . 地球温暖化ポテンシャルの計測結果

図5は、本稿の LCAにおける地球温暖化ポテ

ンシャルの計測結果である。分析対象期間におけ

る地球温暖化ポテンシャルは 4.877~7.595t-C02― 

eq/haであり、増加傾向にあったことがわかる。

地球温暖化ポテンシャルに対する各環境負荷の寄

与率は、分析対象期間を通じて大きな変化はなく、
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図5 本稿のLCAにおける
地球温暖化ポテンシャルの計測結果

CH4が 50.3-54.3%、 N20が 37.0-38.8%、 CO2

が7.2-12.3%であった。

なお、地球温暖化ポテンシャルの主要な排出

源としては、乳牛反蜀から排出される CH4(寄与

率47.2-51.1%)、ふん尿処理ステージにおける

家畜ふん尿から排出される凡0 (寄与率25.5-

28.1 %)があげられる。これらの寄与率は、各年

を通じて大きな変化はなく、合計73.0-78.2%で

あった。

2. 酸性化ポテンシャルの計測結果

図6は、本稿のLCAにおける酸性化ポテンシャ

ルの計測結果である。分析対象期間における酸

性化ポテンシャルは 0.031~0.055t-SOz-eq/ha であ

り、増加傾向にあったことがわかる。酸性化ポテ

ンシャルに対する各環境負荷の寄与率は、分析対

象期間を通じて大きな変化はなく、 NH3 が 95.3~

96.6% 、NO況l.9~2.7% 、 SOx が l.4~2.0%であっ

た。
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図6 本稿のLCAにおける
酸性化ポテンシャルの計測結果

なお、酸性化ポテンシャルの主要な排出源とし

ては、飼養管理ステージにおける家畜ふん尿から

排出される NH3(寄与率 38.0~43.9 %)、ふん尿

処理ステージにおける家畜ふん尿から排出され

るNH3(寄与率22.0-26.3%)、飼料生産ステー

ジにおける購入肥料から排出される NH3(寄与

率 18.9-28.7%)があげられる。これらの寄与率

は、各年を通じて大きな変化はなく、合計88.2-
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89.2 %であった。

3. 富栄養化ポテンシャルの計測結果

図7は、本稿の LCAにおける富栄養化ポテン

シャルの計測結果である。分析対象期間における

富栄養化ポテンシャルは 0.045-0.153t-PO 4-eq/ha 

であり、増加傾向にあったことがわかる注25)。富

栄養化ポテンシャルに対する各環境負荷の寄与

率は、 T-Pが50.7-68.6%、 T-Nが23.7-36.4%、

NH3が5.6-12.6%、 NOxが0.1-0.3%であった。
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図7 本稿の LCAにおける

富栄養化ポテンシャルの計測結果

なお、富栄養化ポテンシャルの主要な排出源と

しては、 SoilSurface Balanceによる T-NとT-Pが

あげられる。これらの寄与率は、各年を通じて大

きな変化はなく、合計 87.1~94.3 %であった。以

下では、寄与率が高かった T-NとT-Pについて、

Soil Surface Balanceの計測結果から詳しくみてい

く。

1) T-Nの計測結果

図8は、本稿の LCAにおける T-Nの計測結果

である。分析対象期間における T-Nは0.037-

0.098tN/haであり、増加傾向にあったことがわか

る。窒素投入における寄与率は、厩肥が32.6-

41.0 %、窒素固定が27.6-37.6%、購入肥料が

19.4-33.1 %、降水が3.2-7.2%であり、窒素投

入は主として厩肥、窒素固定、購入肥料による

ものであった。なお、窒素産出における寄与率

IN/ha 
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図 8 本稿の LCAにおける T-Nの計測結果

は、飼料作物が80.2-83.7%、窒素揮散が16.3-

19.8 %であり、窒素産出は主として飼料作物によ

るものであった。

T-Nにおける増加傾向の主因は、分析対象期間

における厩肥、購入肥料投入量増加に対し、産出

物である飼料作物の収量増加が停滞したことか

ら、農地における投入と産出の差である余剰窒素

量 (T-N)が増加したことによるものである。な

お、厩肥と購入肥料による投入窒素量の増加率よ

りも、窒素固定が行われるイネ科・マメ科牧草混

播面積の増加率が小さかったことから、窒素投入

における窒素固定の寄与率は年々低下する傾向に

あった。

2) T-Pの計測結果

図9は、本稿の LCAにおける T-Pの計測結果

である。分析対象期間における T-P は 0.007~

0.034tP/haであり、増加傾向にあったことがわか

る。リン投入における寄与率は、購入肥料が57.3

tP/ha 
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図9 本稿の LCAにおけるT-Pの計測結果
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-73.9 %、厩肥が25.8-41.5%、降水が0.3-1.2% 

であり、リン投入は主として購入肥料、厩肥によ

るものであった。なお、リン産出は、飼料作物に

よるもののみであった。

T-Pにおける増加傾向の主因は、 T-Nと同様に

分析対象期間における厩肥、購入肥料投入量の増

加に対し、産出物である飼料作物の収量増加が停

滞したことから、農地における投入と産出の差で

ある余剰リン量 (T-P)が増加したことによるも

のである。

4. 考察

分析結果から、根室支庁の乳牛頭数規模拡大

において、全ての環境影響カテゴリーが増加傾

向にあったことが定量的に示された。 1994年に

おける根室支庁では、対 1975年比で地球温暖化

ポテンシャルは 53.6%、酸性化ポテンシャルは

75.7 %、富栄養化ポテンシャルは 243.2%増加し

ていた。なお、環境影響カテゴリーの増加傾向は、

富栄養化ポテンシャル、酸性化ポテンシャル、地

球温暖化ポテンシャルの順に大きかった注26¥

これらの環境影響カテゴリーが増加傾向にあっ

た主因は、分析結果から概ね3点にまとめられる。

第1に、家畜ふん尿や乳牛反蜀 CH4の排出源で

ある乳牛の頭数規模が飼料作物作付面積以上に拡

大した点である（図 l参照）。第2に、第 1の点

に加えて、搾乳牛の高泌乳化注27)のために飼料摂

取量が増加したことから、搾乳牛反蜀 CH4や搾

乳牛ふん尿の排出係数が増加し（表2、3参照）、

それらに係る環境負荷排出量 (CH4ヽ 凡0、NH3ヽ

T-N、T-P) が増加した点である。第3に、飼料

作物作付面積 lha当たり購入肥料投入量が急増

し注28)、それに係る環境負荷排出量（凡O、NH3ヽ

T-N、T-P)が増加した点である。この点について

は、乳牛頭数規模拡大に伴う自給飼料不足への対

応として、飼料作物の単収を増加させるために購

入肥料多投傾向が強まったことに起因すると推察

される。

以上から、 LCAを個別の酪農経営ではなく、

酪農専業地帯という地域に対して適用すること

で、長期にわたる時系列での乳牛頭数規模拡大に

よる環境負荷排出量増加を評価することができ

た。なお、本稿の LCAにおいて得られた成果に

ついては、例えば、以下の点で農業経済分野の研

究における応用が期待される。

農業経済分野において酪農経営に起因する環境

問題を分析した研究として、岩本他 [10]や横溝・

本松 [38]のようにふん尿処理問題について経営

計画モデルを適用したものがある。しかし、これ

らの研究は、ふん尿処理における環境保全技術導

入評価（岩本他[10])や堆肥化処理コスト評価（横

溝•本松 [38]) を行ったものであり、酪農経営

の生産活動に伴って排出される環境負荷を直接的

に含めた分析には至っていない。そこで、樋口他

[6]は、経営計画モデルに環境負荷として農場に

おける余剰窒素を組み入れ、これらの研究を拡張

した。具体的には、酪農経営の収益向上と環境負

荷削減のトレードオフを分析し、水質汚染に関係

する各種対策の検討を可能にした。

LCAを用いることで得られた本稿の成果は、

樋口他 [6]が作成した経営計画モデルにおける

環境負荷（余剰窒素）の評価を環境問題（地球温

暖化、酸性化、富栄養化）の評価に拡張するこ

とができると考える。それによって、酪農経営

の収益と環境負荷排出量の変動を分析するなら

ば注29)、水質汚染対策に留まらないより総合的な

環境対策の検討が可能になると考える。

注 25) 富栄養化ポテンシャルにおける 1980~83 年にか

けての乱高下は、第2次オイルショックの影響

に伴う 1980年の購入肥料投入量減少による T-N、

T-P減少や、 1983年の飼料作物収羅急減に伴う

T-N、T-P急増のためと推察される。

注26)特に、富栄養化ポテンシャルの増加傾向が、地
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球温暖化ポテンシャルや酸性化ポテンシャルの

増加傾向に対して著しく大きくなった理由とし

て、以下のことが考えられる。乳牛頭数を変数

とする線形関数を基本に計測されている地球温

暖化ポテンシャルや酸性化ポテンシャルは、概

ね乳牛頭数規模拡大と似た増加傾向を辿った

（図 l参照）。しかし、富栄養化ポテンシャルの

主要な排出源である T-NとT-Pは、 SoilSurface 

Balanceによる農地に対する投入と産出の差（余

剰）から計測されていることから、乳牛頭数規

模拡大による直接的な影響は厩肥投入量増加の

みに限定される。しかし、 T-NとT-Pの増加傾向

は、それ以外に購入肥料投入量増加の影響を大

きく受けた。購入肥料投入量増加は、厩肥投入

量増加と同等か、それ以上の増加量を示してい

た。つまり、乳牛頭数規模拡大による厩肥投入

量の増加分に加えて購入肥料投入量の増加分が

加わることから、 T-NとT-Pの増加傾向は地球温

暖化ポテンシャルや酸性化ポテンシャルの増加

傾向よりも著しく大きくなった。ひいては、 T-N

とT-Pを主要な排出源とする富栄養化ポテンシャ

ルの増加傾向も同様に著しく大きくなった。

注27)分析対象期間における北海道の搾乳牛 l頭当た

り乳量は、 1975年の 5,481.4kg/頭から 1994年の

8,421.2 kg/頭と 53.6%増加した（農林水産省『北

海道農林水産統計年報」各年次）。なお、根室支

庁の搾乳牛 l頭当たり乳量のデータは入手でき

なかったため（注 16を参照）、北海道のデータ

を用いた。

注28)本稿で推定した購入肥料投入量は、分析対象

期間の 1975年から 1994年にかけて、窒素で

106.7 %増加 (33.6kgN/haから 69.4kgN/ha)、リ

ンで 162.4%増加 (14.0kgP/haから 36.7kgP/ha) 

を示した。

注29)例えば、樋口他 [6]は、経営面積拡大、飼養密

度制限、経営外堆肥供給量増加というシナリオ

で分析を行っている。

V 結論

本稿の課題は、 LCAを用いて北海道酪農専業

地帯の乳牛頭数規模拡大による環境負荷排出量増

加を総合的に定量評価することであった。

本稿では、北海道酪農の事例地域として代表的

な酪農専業地帯である根室支庁を選択し、根室支

庁の酪農経営全体を分析対象とした。なお、分析

対象期間は 1975-94年とした。 LCAの分析にお

いては、機能単位として飼料作物作付面積 lhaを

設定し、地球温暖化、酸性化、富栄養化の 3つの

環境影響カテゴリーを定量化した。

分析結果から、 1994年における根室支庁の酪

農経営では、対 1975年比で地球温暖化ポテンシャ

ルは 53.6%、酸性化ポテンシャルは 75.7%、富

栄養化ポテンシャルは243.2%増加していたこと

が示され、全ての環境影響カテゴリーが増加傾向

にあったことが示された。

これらの環境影響カテゴリーが増加傾向にあっ

た主因として、第 1に、家畜ふん尿や乳牛反蜀

CH4の排出源である乳牛の頭数規模が飼料作物作

付面積以上に拡大したこと、第2に、第 1の点に

加えて、搾乳牛の高泌乳化のために飼料摂取量が

増加したことから、搾乳牛反蜀 CH4や搾乳牛ふ

ん尿の排出係数が増加し、それらに係る環境負荷

排出量が増加したこと、第3に、飼料作物作付面

積 lha当たり購入肥料投入量が急増し、それに係

る環境負荷排出量が増加したことが推察された。

最後に、農業経済分野における本稿の LCAか

ら得られた成果応用の一例として、環境要因を組

み込んだ経営計画モデル拡張による総合的な環境

対策検討の可能性が示唆された。

付記

本稿の執箪にあたり、出村克彦先生（北海道大

学大学院教授）、山本康貴先生（北海道大学大学
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院准教授）には、貴重なご教示を頂いた。また、

レフリーの方々からは、有益なコメントを頂いた。

記して謝意を表したい。
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